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１．は じ め に
近年日本の大学では、障害をもつ学生が増加
している。このことは、障害者権利条約の要請
に添った動きであり、障害者差別解消法の施行
によってさらに確実なものとなっている。発達
障害者支援法が施行された２００５（平成１７）年の
５月に、独立行政法人日本学生支援機構は大学
等における障害学生の修学支援に関する実態調
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Abstract
The purpose of this paper is to clarify the desirable career support system for students with devel-
opmental disability in university by reviewing preceding studies.　Universities in Japan have mental 
health service divisions such as a student counseling room which traditionally provide individual 
support for students who need support or accommodation regardless of diagnosis.　Therefore con-
sensus has been formed as educational organizations that support is provided for students in need 
regardless of medical diagnosis.　In the guideline of the law for eliminating discrimination against 
people with disabilities, it is important whether it is obvious or not that elimination of a social barrier 
is needed.　Also, it mentions voluntary efforts such as working on constructive dialogue.　It is nec-
essary to share students’ records with the mental support division and career support division, and 
to make support networks with functions outside of the university’s base on the students’ record.
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要　旨
本論文では、発達障害がある学生への大学における就職支援に関わる国内外の先行研究を整理し、求
められる支援体制を明らかにすることを目的とした。日本の大学では、診断書の有無に関わらず、支援
や配慮が必要な学生には学生相談室などが個別の支援を進めることができるメンタルヘルスサービス部
門の伝統がある。それにより、医師の診断とは関わりなく、個別の支援が必要であれば個別に支援をす
るという教育機関としての共通認識が形成されつつある。障害者差別解消法の基本指針では、社会的障
壁の除去を必要としていることが明白であるかどうかを重視し、建設的対話を働きかけるなどの自主的
な取り組みに言及している。本人の自己理解の記録を障害学生支援部門とキャリア支援部門とで共有し、
本人の自己理解の記録をもとに学外の機関とも連携を組める支援体制の整備が必要と考えられた。
キーワード
発達障害学生、大学、就職支援
査を実施した。この「大学・短期大学・高等専
門学校における障害学生の修学支援に関する実
態調査報告書（２００６（平成１８）年１月）１）」では、
短期大学を含む大学の学部（通学）の障害学生
数は４,４９４人、全学生数２,８２９,９４１人に対する在籍
率は０.１６％であった。注意欠陥／多動性障害や
アスペルガー症候群などがうつ病、パニック障
害などとともに「その他」に分類され、５５３人
とされた。２０１６年度（平成２８年度）の調査では、
大学の学部（通学）の障害学生数は２０,９６３人、
全学生数２,５６６,９７３人に対する在籍率は０.８２％、
短期大学の学部（通学）の障害学生数は１,３５７
人、全学生数１２３,１５１人に対する在籍率は１.１０％
であった。２００５年の調査と同様に大学の学部
（通学）と短期大学（通学）を合わせると、障
害学生数は２２,３２０人、全学生数２,６９０,１２４人に対
する在籍率は０.８３％であった２）。この１０年間で障
害学生は人数、率ともに約５倍に増加したとい
える。
現在「発達障害（診断書有）」は「その他」
から独立して調査されており、２０１６年度（平成
２８年度）の調査において大学では３,５１９人３）とさ
れた。ここでの診断書は、「SLD：限局性学習
症／限局性学習障害（旧 LD：学習障害）」、
「ADHD：注意欠如・多動症／注意欠如・多動
性障害（旧注意欠陥／多動性障害）」、「ASD：
自閉スペクトラム症／自閉症スペクトラム障害
（旧高機能自閉症等：高機能自閉症及びアスペ
ルガー症候群）」であった。２００９年度報告書から、
診断書はないが発達障害が推察されることによ
り支援（教育上の配慮等）を行っている学生に
ついても調査が実施され、２０１６（平成２８）年度
の調査においてその人数は、大学の場合２,７２６人
とされた４）。診断書のある学生がすべて配慮を
受けているとは限らないが、かなりの数の学生
が「発達障害」と関連して配慮を受けていると
いえる。
発達障害のある学生へは、「配慮依頼文書の
配布」、「学習指導」、「履修支援」、「出席に関す
る配慮」等の授業支援のほか、「専門家による
カウンセリング」、「対人関係配慮」等の授業以
外の支援が行われていた。授業以外の支援では
このほかにも、「就職支援情報の提供、支援機
関の紹介（実施率３５.２％、以下同様）」、「キャリ
ア教育（３３.３％）」、「就職先の開拓、就職活動支
援（２７.９％）」が、対象となる学生がいる大学の
約３割で実施されていた５）。大学において発達
障害のある学生のキャリア教育、就職支援は取
り組まれるべき事柄となっている。
教育行政から見ると、「教育振興基本計画（平
成２５年６月１４日閣議決定）」６）において「成果目
標４（社会的・職業的自立に向けた能力・態度
の育成等）」の「１３４　社会への接続支援」と
して「学生等の就職・採用活動を支援するため、
関係府省と連携しつつ、大学等における体制整
備（就職相談員の配置やジョブサポーターとの
連携強化、大学等内へのジョブサポーター相談
窓口の設置・出張相談の強化等）や、就職・採
用活動の環境整備（就職・採用活動開始時期の
変更や通年採用等の導入など採用慣行の適正化
へ向けた取組の推進や既卒３年新卒扱いの標準
化、大学における学修成果の適切な評価等）等
を促進する。」と述べられた。さらに２０１４（平
成２６）年３月には文部科学省から、「「障害者の
雇用を支える連携体制の構築・強化」の改正に
ついて」７）という事務連絡が各国公私立大学学生
支援担当課宛てに出され、労働関係機関との一
層の連携体制を構築し障害のある生徒・学生の
就労に向けた支援を充実するよう依頼がされた。
このように、現在の大学は、学生等の就職活動
を支援する教育機関として期待されている。
雇用分野から見ると、２００７（平成１９）年の日
本の障害者権利条約署名後、２００８（平成２０）年
から厚生労働省ではその対応に向けての議論が
進められ、労働・雇用分野における障害者権利
条約への対応の在り方に関する研究会によって
３本の報告書がまとめられた。このうち「地域
の就労支援の在り方に関する研究報告書（２０１２
（平成２４年）８月３日）」では、企業の障害者雇
用への理解や障害者自身の就労意欲の高まり、
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障害者就業・生活支援センターや就労移行支援
事業所の増加などを背景に「雇用」と「福祉」
との間の垣根は確実に低くなってきている等と
現状がとらえられた８）。さらにこの中の「 地
域の就労支援の今後の在り方」では、「第４　
特別支援学校、医療機関等送り出し機関に対す
る支援等」において、「就労支援を希望する発
達障害者が増加しているが、その中には他の障
害がある方と一緒に障害福祉サービスを利用す
ることに抵抗感を持つ者も少なくない」９）こと、「大
学等から雇用就労への移行の過程でつまずく発
達障害者も多い」１０）ことが述べられた。ここで
も障害のある人を労働市場へ送り出す機関とし
ての役割が大学には期待されているといえる。
発達障害がある学生の現実的な増加に加え、教
育行政からも雇用分野からも、障害がある学生
の就職支援に対する大学への期待が高まってい
るのである。
しかし昨年度、大学の学部（通学）の障害学
生の卒業率は７２.０％（４,４５６人中３,２０８人）であっ
た１１）。中でも発達障害（診断書有）の学生の卒
業率は、６６.１％（７０５人中４６６人）、発達障害（診
断書無・配慮有）の学生で６６.８％（９２３人中６１７
人）１２）と低いものであった。さらに、卒業をし
た障害のある学生３,２０８人のうち就職したのは１,６５５
人（５１.２％）１３）で、２０１７（平成２９）年３月卒業
の大学生全体の就職率９７.６％１４）を大きく下回る
ものであった。これを発達障害のある学生でみ
ると、発達障害（診断書有）の卒業をした学生
で就職したものは１６２人（３４.８％）、発達障害
（診断書無・配慮有）の学生では２７７人（４４.９％）１５）
であった。
本論文では、発達障害がある学生への大学に
おける就職支援に関わる先行研究を整理し、障
害者差別解消法の下で発達障害がある学生の就
職支援を大学において行うことの強みと課題を
明らかにすることを目的とした。
２．方　　　法
大学における就職支援に先んじて、発達障害
がある人への就職支援については、すでに多く
の知見が得られている。大学で発達障害がある
学生の就職支援をしなければならないとの意識
が高まる以前に、就労支援の分野での発達障害
がある人への支援ではどのようなことが重要視
され、課題となっていたのだろうか。大学の就
職支援は在学中の学生に行われるもので卒業後
も職場と連携をとって支援することは通常なく、
学生の多くは青年期にあるという特色をもつ。
しかし発達障害がある人の就労支援についての
知見は、大学における就職支援についても有用
と考えられた。そこでまず就労支援の分野での
発達障害がある人の支援について概観した。
次に大学という機関での発達障害がある学生
の支援に関する国内外の先行研究を整理した。
発達障害がある学生の大学での支援に関する先
行研究を整理するために、CiNii で「学生」、「発
達障害」をキーワードとして検索すると５８２本
が該当した（２０１６年３月２日検索）。このうち
重複するもの、小中学生を対象とするもの、キャ
リア支援とは関わりがないものを除くと３５７本
であった。これらに「学生」、「発達障害」、「キャ
リア」をキーワードとして検索し（２０１７年１１月
１０日検索）該当した２３本、「学生」、「発達障害」、
「就職」をキーワードとして検索し（２０１７年１１
月１０日検索）該当した１６本を追加したものを対
象とした。これらの先行研究においてそれぞれ
の筆者が「必要」、「重要」「有効」とする支援
方法を取り出した。
また、海外の大学における発達障害がある学
生の就職支援・キャリア支援に関する研究につ
いて、CiNii で検索された前述の３９６本に加えて、
PubMed で検索したものを検討した。PubMed 
では、「college」、「transition」、「developmental 
disability」、「ASD」、「student」、「support」、
「career」、「vocational」をキーワードとし、該
当した論文から関連する論文も含めて、先行研
究を検索した（最終検索２０１７年１１月１２日）。
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３．結　　　果
　発達障害がある人への就労支援
発達障害に関連する特集が『月刊ノーマライ
ゼーション』、『障害者問題研究』、『発達障害研
究』などの専門雑誌において多く組まれてきた。
発達障害者支援法が施行された２００５（平成１７）
年には『月刊ノーマライゼーション』で「特集 
知恵遅れのない発達障害への支援」が掲載され
た。その後、「障害のある人のキャリア発達と
形成」（『発達障害研究』２００７（平成１９）年１２月
号）、「発達障害者の就職支援の現状と課題 」（『発
達障害研究』２０１１（平成２３）年８月号）、「障害
学生のキャリア支援」（『ノーマライゼーション』
２０１１（平成２３）年１０月号）、「就労支援とキャリ
ア教育」（『LD 研究』２０１１年１０月号）、「発達障
害のある大学生の就労支援の現状とこれから―
発達障害学生の最新就職事情―」（『LD 研究』２０１６
年８月号）などの高等教育やキャリア発達支援
に関する特集が組まれた。
書籍も『仕事がしたい！発達障害がある人の
就労相談』１６）、『発達障害の人の就労支援ハンドブッ
ク自閉症スペクトラムを中心に』１７）、『発達障害
とキャリア支援』１８）などが出版され、発達障害
の特性や就労支援のポイント、障害者職業セン
ターや就労移行支援事業所などからの実践報告
が広く発信された。発達障害がある人の就労支
援の研究は、発達障害者支援法（２００５（平成１７）
年）施行前は少なく法施行後に増加した。
発達障害がある人への就労支援のポイントを、
梅宮１９）は障害の特性を考慮したジョブマッチン
グ、職場との連携、診断を得ること、就労支援
体制を築くこと、社会で生きるためのライフス
キルの獲得とした。また小川２０）は発達障害者の
職業的課題を、職業意識・職業イメージ、
求職活動と職業選択、職務の遂行、コミュ
ニケーションと社会性から整理し、「今日、発
達障害者の就労支援で必要とされるのは、障害
認識と受容、診断と手帳取得、求職活動とマッ
チング、職場適応支援とフォローアップ、これ
らの長期的なプロセスを伴走者のように支援す
ることのできる相談機関である」とした。この
ように発達障害がある人への就労支援では、本
人にあった仕事を探し、仕事を本人に合わせら
れるように職場と連携をとり、それらを進めら
れるような支援体制を築くことが有効とされ、
そのためには、診断が重要なポイントとされて
きた。
しかし診断を得ることが容易ではないことも
知られていた。望月２１）は、通常教育を卒業した
発達障害青年の場合、「通常教育を卒業した」
故に「障害ではない」、「健常である」という思
いを支えに卒業後の進路を考えたいという希望
が強い事実と、希望と現実をつきあわせる過程
での長期にわたるカウンセリングの必要性、障
害特性が極めて多様で対応もまた一様ではない
ことへの注意の必要性を言及した。さらに望月
ら２２）は「“通常教育諸学校を卒業”したために
“職業リハビリテーションという選択肢がない”
もしくは“職業リハビリテーションを知らない”
あるいは“選択肢があったとしても（知ってい
たとしても）職業リハビリテーションを選択し
ない”者」を MEET’ H（Marginal in Employ- 
ment, Education, or Training with handicap）
と呼び、「職業リハビリテーションからドロッ
プアウトしてしまう層」もしくは「職業リハビ
リテーション・サービスに乗ってこない層」と
ならないための方策が必要であるとした。それ
は診断体制の整備や、早期からの保護者への支
援体制整備、職業リハビリテーションの利用可
能性を高める施策、そしてその施策が移行前
（学校在学中）に用意されることであり、現時
点ではこれらも職業リハビリテーションの利用
可能性を高めるための支援体制も未整備で、本
人の障害理解並びに周囲の障害理解の深化が問
題になっているとした。
また糸井２３）は「診断」が誰のどのようなニー
ズによって要請されているのかを確認した上で、
診断と告知の必要性が判断されることが望まし
いとし「発達障害の就労の問題は、当事者への
心理的な圧力を高めることによって解決できる
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問題ではない」とした。
発達障害がある人の就労支援においては、ジョ
ブマッチングとそれに続く支援のために「診断」
が重要とされながら、本人にとって「診断」の
もつ影響からそこに踏み込めないことが課題の
１つといえた。
こうした課題を抱えながら、発達障害がある
人やその支援者に向けた就職支援のためのガイ
ドブックが多く出されてきた。例えば、発達障
害を持つ当事者に向けたものとして、「就労支
援ガイドブック…発達障害のあるあなたに…」２４）
は、就職をめざして活動中の発達障害のある人々
が求職活動をする際の手がかりやヒント、自分
に合ったサービスを見つけることを目的に作成
された。このガイドブックでは「状況や課題を
整理する」、「ライフデザインや就職の目標を考
える」、「就職を目指す」、「就職に関する様々な
知識を身につける」、「いろいろな人のアドバイ
スを聞く」という構成がとられた。
発達障害をもつ当事者によるものとしては、
自閉症スペクトラム障害をもつテンプル・グラ
ンディンと、キャリア設計の専門家ケイト・ダ
フィーによる共著『アスペルガー症候群・高機
能自閉症の人のハローワーク―能力を伸ばし最
適の仕事を見つけるための職業ガイダンス』２５）
が邦訳された。この本では仕事の探し方には
「自分が仕事に求めるものを理解する」、「将来
の雇用主・顧客に対する自分の特徴・メリット
のリストを作る」などがあげられた。
発達障害をもつ大学生を対象とした出版物と
して『大学生の発達障害』２６）では、「進路を考え
るときには、自己分析をして、適性のある仕事、
やりたい仕事を探すのが常道です。発達障害の
ある学生は、その過程で自己評価がずれ、就職
活動にスムーズに入っていけない特徴がありま
す。」とし、「夢ももちろん大切ですが、自分に
あった目標を立てないと、早晩いきづまるとき
がくるでしょう。就職課の職員や家族などに相
談しながら、自分の道を探しましょう」との記
述がされた。
当事者向けの出版物では、まずは診断が必要
だということではなく、ジョブマッチングのた
めの自己分析や自己理解、相談をすることが重
要とされているといえた。
ガイドブックの他には、発達障害者支援セン
ターで行われた発達障害がある人・発達障害が
疑われる人への就労支援の実践が報告された。
大阪府発達障がい者支援センター「アクトお
おさか」は、２００２（平成１４）年に開設され、相
談支援、機関コンサルテーション、就労支援、
普及・啓発、府内の発達障害者支援体制整備の
推進等を行ってきた。新澤２７）は、アクトおおさ
かでの相談支援事業の実態からみた就労前段階
における課題の分析として、不登校から引きこ
もりになり、就労経験がほとんどなく在宅生活
が長期化している「長期ひきこもりタイプ」と、
高校、専門学校あるいは大学を卒業し、一定期
間就労経験があるが、離転職を繰り返している
「離転職の繰り返しタイプ」の２つの傾向をあ
げた。いずれのタイプにおいても、好転してい
く事例の最初の転機は、本人が何らかの問題を
自覚して、家族や医療機関や相談機関等に相談
し、自分の問題に自ら向き合うことだとした。
そしてこの本人の気づきの時期に、家族が障害
について理解し、本人に寄り添うことができた
事例では、本人の障害受容につながっていくよ
うに感じられるとした。
横浜市発達障害者支援センターでは、新規相
談で最も多いのは「診断希望」で、次に多い相
談は「就労相談」とされた。発達障害者の就労
支援では、職場実習や職場を想定した評価プロ
グラムなどを通して職業アセスメントを行い、
適職の選択からジョブマッチング、職場定着支
援、フォローアップまでの個別支援計画を策定
し、市内にある就労支援機関や職業リハビリテー
ション機関のサービスを調整し、個別の支援ネッ
トワークの構築がされた２８）。
長崎県発達障害者支援センター「しおさい」
での就労支援では、本人（家族）への直接的な
支援として、①信頼関係を作る個別支援（理解
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者の存在、相談することの心地よさを知っても
らう、客観的な事実を伝えられるような関係づ
くり）、②就労準備支援（自己理解、作業評価、
相談・情報提供、ボランティア体験、職場体験）
を行った。さらに対象者によっては当事者の集
まりやグループ作業を行なったり、状況に合わ
せてボランティア体験や職場体験に参加したり
と、段階的な取り組みが行われた２９）。
以上をまとめると、就労支援分野での発達障
害がある人の支援に関わる先行研究では、自己
理解とジョブマッチング、それらに続く支援の
ために「診断」が重要とされていると考えられ
た。しかし、本人にとって「診断」のもつ影響
からそこに踏み込めないことが課題となってい
た。一方で、発達障害者支援センターでは診断
を得ていなくても支援は進められていた。ここ
では「診断」や「障害」ではなく、発達障害の
特性を理解した支援者が本人の経験に対して適
切な助言をすることや本人が自分の特性に合っ
た職業選択を行なえるように支援することが重
要とされていると考えられた。
　発達障害がある学生への大学という機関
による就職支援
就職支援・キャリア支援に関する研究では、
障害受容と障害に向き合うことを支援する相談
活動の必要性３０）３２）や、特性を理解した職業選択
の重要性３３）、就業体験・インターンシップの有
効性３４）が指摘された。個別の支援に際しては、
発達障害の特性を理解した支援者が経験に対し
て適切な助言を行い、求人情報の読み取り、適
性の相談、応募書類の準備、面接の練習、失敗
の振り返り、次に向けた励まし等を伴走者のよ
うに手助けをすることが理想的３５）とされた。香
月３６）は発達障害学生を支援するうえで必要だと
思われることとして、本人の現状把握、ナビゲー
ションブックの作成・活用、求人情報の把握と
選択、面接への同行、企業の支援ニーズの把握、
ハローワークや就労支援機関、医療機関等の各
機関との連携をあげた。ナビゲーションブック
とは、自分の特長などをうまく伝えることがで
きない発達障害学生にとっての自己紹介書のよ
うなものとされる。面接の際に企業に理解して
もらいたいことを伝え、就職後に職場の従業員
にわかってもらうための役割も持ち、短時間で
本人のことをわかってもらうためのツールとな
るものである。
吉永３７）や堀江３８）は就労支援プログラムを提案
した。
吉永３７）が提案した就労支援プログラムは、富
山大学での「障害学生修学支援ネットワーク事
業」、「学生支援 GP プロジェクト」の実践から
得られた、自閉症スペクトラムの学生への就職
活動支援モデルであった。吉永の提起した就職
活動支援は、本人を含めた支援チームを形成し、
早期の段階で自己分析と企業研究に取り組み、
学内カウンセラーやハローワークと協働してい
くモデルであった。このモデルでは、ハローワー
クと支援スタッフとの協議により、通常の就職
活動では就職が難しいと判断した場合は、本人
に ASD（自閉症スペクトラム症候群）疑いを伝
えた上で、地域医療機関への受診や地域障害者
職業センターや障害者就業・生活支援センター
等の利用を勧め、福祉就労支援スキームに乗せ
ることも検討する。内定後は、仕事をしやすい
環境づくりの準備のための支援と、本人が希望
すれば卒業後も一定期間の職場定着支援と就業・
生活支援を行い、就職活動支援で創造された知
識をチームメンバー内で共有し次の支援に活か
すとした。
さらに吉永はこの論文の中で、大学支援スタッ
フが直面する問題をこれまでの経験から次のよ
うにまとめた。すなわち、学内連携については
メンタルサポート部門とキャリアサポート部門
との情報共有と連携の進め方及び支援を主導す
る部門の問題、学外連携については「障害」を
冠した支援機関の利用を進めることの是非、学
外の機関の担当者と話せる時間の少なさ、さら
に就職活動支援の明確な指針がないこと、雇用
先から継続的な支援を求められた場合に応えら
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れるような人員配置ではないことであった。
堀江３８）の就労支援プログラムは、Ａ県の就労
移行支援事業所が発達障害のある大学生を対象
にしたインターンサマープログラムから検討さ
れたもので、就職活動ではなくインターンを通
して成長を支援するモデルであった。インター
ンを経験する中で、面接試験での対応方法のモ
デルを学習し、失敗経験の後の対応と立直りの
方法を経験し、自分で時間を調整する余暇スキ
ルを発揮する経験を積むことをパタンとして学
習し、パタン化したワークを経験することによっ
て学修が促進するとした。その他に、注意欠陥
多動性障害の学生が自己理解を深めプランニン
グスキルを獲得するようなワークショップ３９）も
試みられた。
丹治４０）らは、発達障害学生の支援事例が報告
された学術論文等から慎重に選定した１９９６年か
ら２０１３年の論文３１本を対象として、支援内容別
に支援方法と支援体制を分析した。その結果３１
本の論文から１４７件の支援内容が集計されその
うち「就職」については８件であったとした。
この８件の支援内容の概要は「就職課による模
擬面接、職場選択の相談、就職セミナーの実施、
職業訓練センターの紹介等」であった。またそ
の支援方法は個別面談３件、学内連携５件、学
外連携５件、グループワーク１件、セミナー・
プログラム学習１件と「学内連携、学外連携に
よる支援方法が多く報告され」、支援体制での
主な連携部署・機関は就職課３件、職業訓練セ
ンター３件、担当教員２件、発達障害者支援セ
ンター１件、家庭１件で「就職課や地域職業訓
練センターとの連携が報告されていた」とした。
この論文において丹治らは、「発達障害学生の
修学及び生活支援の蓄積は進んでいるものの、
キャリア支援については具体的かつ組織的な支
援を行っている報告は少ない」と指摘し、「今
後は、教育組織の教職員、障害学生支援担当部
署、学生相談担当部署、キャリア支援担当部署
といった学内部署、および企業や地域の就労支
援機関との連携をより一層強化し、就職活動お
よび自己適性の理解を目指した入学から就労ま
でのキャリア支援のあり方、および効果的・効
率的な支援方法や支援体制の整備を検討してい
く必要があるだろう」とした。
このほか、直接的な就職支援ではないがキャ
リア支援として西村４１）は、大学入学直後から良
質で豊かなコミュニケーションの“場”を提供
する支援が、「肯定的な自己イメージ」や「自
己の特性への客観的な理解」、「社会化された自
我」を育み、学生が社会との新たな関係性を構
築する力となるとした。
これらより、発達障害がある学生への大学と
いう機関による就職支援では、他者とのかかわ
りの中で自己を理解し伝えられること、社会の
中で役割（職業）を持つ自分をイメージする力
を入学直後から育むことが重要だと考えられた。
そのためには、大学だからこそ期待できるメン
タルサポート部門とキャリアサポート部門の２
つの部門が個別の学生の具体的な特長を共有し、
学外の機関と連携を取りながら個々の学生が就
職し仕事を続けられる状況を作り出していくこ
とが重要であると考えられた。
　海外の大学における発達障害がある学生
への移行支援
①アメリカの大学の取り組み
アメリカの大学での障害学生の支援について、
Watson D.４２）、田中ら４３）、片岡４４）、高橋ら４５）、片
岡ら４６）、北村ら４７）、篠田４８）、中村ら４９）、吉利５０）
などから報告がされていた。これらは主に大学
での学修支援、学生生活支援の報告であった。
この中で田中ら４３）は、障害学生への支援プログ
ラムを利用するための適格条件は、大学への入
学と障害の証明であることを述べた。また吉利５０）
も、自己申告の後にスタッフの面談や書類の確
認などの作業を経て障害学生への支援プログラ
ムを受ける資格が判定されることを述べ、大多
数の学生が高校までの間に IEP（Individual 
Education Program）をもっていない（学業成
績が良く、親も受け入れにくい）など、支援の
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申請までたどり着けないケースも少なくないと
考えられると述べていた。ここで報告されたア
メリカの大学では、支援プログラムが整い、か
つプログラムを利用する資格条件も整備されて
いるものと考えられた。
進路について、片岡ら４４）４６）が報告するランド
マーク・カレッジは、LD 及び／または ADHD 
の診断をもつ学生に特化した大学であり、卒業
後の進路としては大半が４年制の大学に編入す
るとされていた。中村ら４９）が報告するマーレイ
州立大学では、性格検査などを用いて自己理解
を深め、将来の職業選択をふまえた上での効果
的な授業の選択の仕方を考えるようなキャリア
教育が支援プログラムの中に含まれているとさ
れた。片岡らや中村らが報告するような障害が
ある学生のための支援プログラムは他にもある
と考えられた。例えば、アメリカ教育省５１）によ
ると、知的障害がある学生が大学（college）や
職業学校（career school）で高等教育を受け CTP
（comprehensive transition and postsecondary）
プログラムに登録している場合には連邦からの
資金援助を受けることができるとされ、このプ
ログラムに参加する５３大学が挙げられていた。
卒業後に向けての支援の体制については、北
村ら４７）が「障害学生支援部は修学支援を担当し、
障害学生であっても就労に関する支援は就労部
（Career Service）が主として行う場合が多い」
こと、「学生は州のリハビリテーション局にい
る職業リハビリテーションカウンセラーに相談
することができる」ことを報告していた。
このほか、２０１５年１１月１０日から２０日の読売プ
レミアム「解説プラス」（Web 版）５２）では、ボ
ストンのマサチューセッツ州立大学ボストン校
とサフォーク大学の視察から、大学内の障害者
支援室とキャリアセンターに専門スタッフをそ
ろえて個々の障害学生に応じた就活支援を行う
体制が整えられていたことが紹介された。
さらに PubMed にて「college」、「transition」、
「developmental disability」、「ASD」、「student」、 
「support」、「career」、「vocational」をキーワー
ドとし、該当した論文から関連する論文も含め
て、先行研究を検索した（最終検索２０１７年１１月
１２日）。
アメリカの障害者教育法５３）（Individuals with 
Disabilities Education Act：IDEA）では高校
卒業まで連邦によるサービスを受けることがで
き、１６歳になる時の最初に適用される個別支援 
計画（Individualized education program（plan）: 
IEP）に移行支援サービスを含めることとなっ
ている。そのためこの個別支援計画の中の移行
支援計画が重要視されていた。移行支援計画に
ついては、大学の規模等も念頭に置きながら本
人の得意な分野が選択できるように個別に熟考
した計画をたてる５４）ことや、本人に主導権を持
たせる５５）ことの必要性が指摘されていた。また、
目標に向けて細分化した効果的な移行計画を立
てることが薦められていた５６）。しかし自閉症ス
ペクトラムの学生（college student）のおよそ
３分の１は自身の障害や特別なニーズがあるこ
とを大学等へ届け出ていない５７）とされた。高校
からの移行はしばしば無計画で何かしらの重大
な問題が起きた後に診断の開示が行われがちだ
が、障害を開示し個別のニーズに合わせること
が重要だ５８）と指摘されていた。学校卒業後の成
人のためのサービスが少ない５９）とされ、地域社
会での良好な生活のためには人間関係が核心で
あるので社会的つながりを養うことが本質的に
重要だ６０）との主張もされていた。
Vanbergeijk E. ら６１）は、高校から大学への
移行支援についてだけでなく大学での職業準備
についても論じた。この中で、障害がある学 
生 へ の 大 学 で の サービ ス の 根 拠は ADA 法
（Americans with Disabilities Act）だとし、
ADA 法を順守するために大学は社会的にそし
て組織的に困難を抱える人々への取り組みを学
ばなければならないとした。大学での職業準備
については、通常であれば学生は大学の授業や
学修習慣から職業への準備を間接的に学ぶもの
であるが、自閉症スペクトラムの学生にはそれ
らを直接的に結び付けて意識的に努力を積み重
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ねる必要があり、職探しや応募の仕方、面接の
仕方、障害の開示と合理的配慮の話し合いなど
の就職活動の進め方を教えることが大切だとし
た。そして高校から大学への移行の際にストレ
スを減らすための介入があったように、大学か
ら卒業後の生活への移行にも特別に個別にあつ
らえられた介入が必要だとした。
高等教育においてはセルフアドボカシーが重
要６２）との指摘がされていた。公教育の主な目的
は学生が成人へと切れ目なく移行していくこと
で、二次的なサービスや支援の焦点は本質的に
は自閉症スペクトラムのある青年が学校や職場、
地域社会でうまくやっていく力をつけることだ６３）
とされた。
以上のことから、アメリカの場合は障害者教
育法によって、小さい頃からチーム支援と個別
支援計画（IEP）によるサービスを受け、その
上で大学進学が選択されていると考えられた。
大学には知的障害がある人のプログラムや学習
障害及び／又は ADHD の学生のためのプログ
ラムが用意されていることがあった。それらの
利用には自己申告と障害の証明が必要であった。
大学には IEP 支援を受けてきてそのことを大学
に開示している学生、開示していない学生、支
援が必要だが IEP 支援を受けてこなかった学生
が混在しているとみられた。IEP 支援を受けて
きていても自己申告をしなければ大学が持つ支
援プログラムとつながることはなく、調整が図
られることもない。大学での支援の根拠は ADA 
法である。そのため大学での就職支援は個別で、
学生本人が力をつけることに焦点が当てられた
ものとなっていると考えられた。さらに州のリ
ハビリテーション局にいる職業カウンセラーへ
の相談などの就労のための支援を受けるために
は自分で行動を起こすことが重要であるとされ、
そのためにもセルフアドボカシーが強調されて
いると考えられた。
②イギリスのケンブリッジ大学の取り組み
イギリスについて、ケンブリッジ大学の障害
者支援が手厚いとの報告６４）があった。
イギリスのケンブリッジ大学のホームページ
によると、ケンブリッジ大学では２００９年から２０１２
年の３学年度にかけて「アスペルガー症候群の
学生のプロジェクト（Asperger Syndrome Stu- 
dent Project, ２００９１２）」６５）が実施されその中で
長期的研究が行われており、日本の現状におい
ても示唆の多いものと考えられた。以下、その
報告書から紹介する。
この長期的研究では、３　 年間の研究で２８人
（２３人の学部生と５人の大学院生）のアスペル
ガー症候群の学生から、その体験をたどるため
の１対１のインタビューと質問紙調査が行われ
た。このデータを主題に沿って分析したところ
４つの主なカテゴリー「社会的交互作用」、「大
学環境」、「アスペルガー症候群または高機能自
閉症（HFA）の理解」、「学究的な携わり」が得
られた。また、この研究協力者に高等教育機関
でのグッド・プラクティスのための１０のポイン
トを創作するよう依頼したところ、１６名の学生
は研究者との１対１のインタビューでこの課題
を行い、８名はフォーカス・グループとして行
ない、さらにＥメールでのやり取りも行なって
以下が得られた。これらは高等教育への移行を
支援するためのグッド・プラクティスのポイン
トとされた。
グッド・プラクティスのための１０のポイント
１． 大学や支援調整の設定が始まる前のでき
るだけ早い時期に、学生に何が自分たち
にとって助けになるか議論する機会を提
供すること
２． 大学生になろうとしている人には、カレッ
ジ組織の大学環境をなじみのあるものと
するためにオープンデイや大学への移行
を支援するイベントに参加することが薦
められるべきである。高等教育への移行
の手助けとするためである。
３． コースの期間中、何が何であるかを同定
する支援と、安全で適切な調節（accom-
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modation）を提供すること
４． 構造と型にはまった手順を創るために、
教授／スーパービジョンを毎週同じ時間
／日にし、全て規則的なスケジュールを
目指すこと
５． 感覚上のはなばなしさができるだけ少な
いキャリア・イベントや防音装置を利用
する方法を提供すること。また障害のあ
る学生に持続可能な雇用に関して実用的
なアドバイスを提供するキャリアアドバ
イスの専門家との接触を保証すること。
６． スーパービジョン／チュートリアルグ
ループは可能な限り少人数であることを
保証すること。大人数のグループでは自
分の位置を社会的に確かめて進路を決め
ることが難しく、圧倒されてしまい、非
生産的になる。
７． 講義をする人や他のスタッフに、あいま
いな言葉使いは効果的なコミュニケーショ
ンを妨げうることをアドバイスする。隠
喩、ユーモア、皮肉は理解されないかも
しれない。可能であれば、具体的な例を
用い明確な言葉使いをする。
８． 学生の興味や好みを合わせることにより、
孤立を避けつつ、雑音や社会的な押し付
けを最小化するような生活上の調節を調
整する。
９． 明確に書かれたフィードバックを用いる。
可能であれば建設的批評と例を提供する。
１０． アドバイスが首尾一貫していることを保
証する。
　さらにこのプロジェクトではアスペルガー症
候群の学生の直接の体験から、高等教育におけ
るベストプラクティスのモデルを開発した。こ
のモデルではアスペルガー症候群の学生に効果
的な教育支援を開発することに関連して、機関
が取り組む際にまず焦点となる８つの重要な分
野が明らかにされた。８　 つの分野は「１．調査」、
「２．学生との携わり」、「３．養成教育」、「４． 
インクルーシブな実践の展開」、「５．専門家の
情報、アドバイス、ガイダンス」、「６．外部と
の連携」、「７．方針と手続きの開発」、「８．資源
の開発」であった。
このプロジェクトで行われたキャリア支援を
「ベストプラクティスのモデル」と照合しなが
ら振り返ると次のようになった。この移行支援
で、DRC（Disability Resource Centre：障害
学生支援センター）とキャリア・サービスが学
内の機関である。DRC には障害アドバイザー
がおり、キャリア・サービスにはキャリア・ア
ドバイザーがいる。支援をともに進めた学外機
関は、NAS（National Autistic Society：英国
自閉症協会）とその自閉症ネットワークの中の
キャリアと雇用のネットワークグループである。
「１．調査」、「２．学生との携わり」について
は触れられていなかった。学内のキャリア・ア
ドバイザーは NAS のプログラムにより自閉症
スペクトラムについての知識を得、DRC と共
に個別のキャリア支援の手法を広げた（「３．養
成教育」）。学内のキャリア・アドバイザーはそ
の後 NAS とその自閉症ネットワーク、そして
学外のアスペルガー症候群の専門家や専門職団
体とつながり、キャリア・サービスを通してア
スペルガー症候群の学生が直面するバリアにつ
いての知識を増し、卒業生の移行に関連したベ
スト・プラクティスが増えた（「４．インクルー
シブな実践の展開」）。障害がある学生に関連す
る２つのサービスの間でデータが共有された
（「５．専門家の情報、アドバイス、ガイダンス」）。
NAS とキャリア・サービス、DRC は共著論文
をまとめて専門誌や関連出版物に投稿し、キャ
リアと障害の会議やイベントで共同発表をした
（「６．外部との連携」）。キャリアアドバイスの
アクセスビリティを向上させるための資源を開
発し、キャリア・サービスから学生の立場への
アドバイスを載せたガイダンスを作成、キャリ
アと雇用に関してアスペルガー症候群の学生に
とってのバリアとベスト・プラクティスについ
ての知識を高めることとした（「７．方針と手続
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きの開発」）。今後さらに進めるべき事柄として、
学生のインターンシップの機会の開発やキャリ
ア・アドバイザーの養成教育を広げること、進
路先となる「自閉症に友好的な雇用主」の詳細
を外部機関（NAS 自閉症ネットワーク）と共
有すること、学生の記録の収集、キャリア移行
プログラムを継続することが挙げられた（「８． 
資源の開発」）ということであった。
ケンブリッジ大学の支援は、当事者の体験か
ら支援の指針が作成されたこと、学内の障害支
援センター（DRC）とキャリア・サービス及び
学外の専門家組織である NAS と専門職ネット
ワークがつながりを創っていったこと、就職に
関するバリアとベスト・プラクティスについて
の知識が高められたこと、それにより支援のた
めのガイダンスが作成され、アドバイザーの養
成教育が広められたこと、「自閉症に友好的な
雇用主」のついても情報の共有が進められたこ
とに特徴があると考えられた。大学による発達
障害がある学生のための就職支援組織とネット
ワークの形成に関し、示唆が多いと考えられた。
４．考察と結論
発達障害がある学生への大学での支援につい
て、修学支援では学生支援機構の調査において
「発達障害（診断書無、配慮有）」という項目が
あるように、本人または教職員や保護者などの
周囲の人が支援の必要性を感じれば、支援体制
を組むことが可能となっていた。またその場合
の個々の支援の内容も明らかになりつつあった。
就職支援に関しては、障害受容と障害に向き
合うことを支援する相談活動の必要性、特性を
理解した職業選択の重要性、就業体験・インター
ンシップの有効性、学内連携、学外連携の必要
性が指摘されていた。また、本人が自己理解を
深め、自分のことを周囲の人に理解してもらい
やすくするためのナビゲーションブックの作成
と活用が提案されていた。さらに、大学入学直
後から良質で豊かなコミュニケーションの“場”
を提供する支援が、「肯定的な自己イメージ」
や「自己の特性への客観的な理解」、「社会化さ
れた自我」を育み、学生が社会との新たな関係
性を構築する力となるとの指摘があった。
海外においても、日本と同様に発達障害があ
る学生の大学での支援のあり方や支援体制が問
われていた。アメリカの場合は障害がある人の
ための支援プログラムがあるが、その利用資格
は、自ら障害を証明しサービスを求めることが
前提とされていた。その中で、学生本人が力を
つけること、セルフアドボカシーを行えること
が強調されていると考えられた。
イギリスのケンブリッジ大学のアスペルガー
症候群の学生のプロジェクトでは、当事者の体
験から支援の指針が作成され、高等教育におけ
るベストプラクティスを組織的に始めるために
重要な８つの分野が整理されていた。ケンブリッ
ジ大学においても診断があれば学生はその診断
に応じた支援パッケージを DRC（Disability 
Resource Centre）から受けられることとなっ
ていた。就職支援では、学内のキャリア支援ス
タッフが学外の発達障害者支援団体（NAS：英
国自閉症協会）のプログラムによって障害につ
いての知識を得、学内の障害学生支援部門とと
もに個別のキャリア支援の手法を広げ、さらに
学外の専門家や専門職団体とのネットワークを
作り、卒業生の移行に関するベスト・プラクティ
スが集積されていた。
アメリカの大学における障害がある人のため
の支援プログラムや、イギリスのケンブリッジ
大学に見られた学内外の専門性の高い支援部署・
団体とのネットワークの形成には、学ぶところ
が多いと考えられた。しかしこれらの利用は障
害の診断が前提であることが原則である。日本
ではこれまでの就労支援分野における支援にお
いて、発達障害の診断の有無を巡っての議論が
あった。そして発達障害者支援センターや教育
機関の学修支援等において、診断がなくても支
援や配慮を必要とするケースの存在が当たり前
のこととされ、支援が提供されるようになって
いる。
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「障害を理由とする差別の解消の推進に関す
る基本方針」（２０１５年２月２４日閣議決定）では、
「なお、意思の表明が困難な障害者が、家族、
介助者等を伴っていない場合など、意思の表明
がない場合であっても、当該障害者が社会的障
壁の除去を必要としていることが明白である場
合には、法の趣旨に鑑みれば、当該障害者に対
して適切と思われる配慮を提案するために建設
的対話を働きかけるなど、自主的な取組に努め
ることが望ましい。」と、社会的障壁の除去を
必要としていることが明白であるかどうかを重
視し、建設的対話を働きかけるなどの自主的な
取り組みに言及している。診断書の有無のほか
に、「当該障害者が社会的障壁の除去を必要と
していることが明白である」かが問われ、明白
である場合には「適切と思われる配慮を提案す
るための建設的対話」を働きかけるなどの自主
的な取組に努めることが薦められているのであ
る。こうした「社会的障壁の除去を必要として
いるか」、「適切と思われる配慮は何か」を提示
するためには、根拠が必要となるであろう。
大学の就職支援では、在学生が主な対象とな
るため、卒業後に長期にわたる伴走的な支援を
行うことは難しい。しかし、学修支援や学生生
活の支援を通して、うまくやっていくためには
どうしたらよいかの支援の記録を障害学生支援
の部署に蓄積できる可能性がある。また、例え
ばナビゲーションブックのような学生自身の自
己理解の資料が、「社会的障壁の除去を必要と
しているか」、「適切と思われる配慮は何か」を
提示し、就職活動の際に合理的配慮を求めるた
めの根拠資料となる可能性もある。
就業体験・インターンシップの有効性、学内
連携、学外連携の必要性については既に指摘さ
れている。個別の学生の「どのようなことが社
会的障壁となりうるのか」、「どのようなことが
適切な配慮となりうるのか」についての専門職
や専門性をもった部署による記録はまた、キャ
リア・サービス部門が診断の有無に関わらずに
学外の就労支援機関と連携して支援を行うため
の資料ともなりうるだろう。期限の限られた教
育機関ではあるが、学修支援や学生生活の支援
があるからこそ、通常のキャリア支援に加えて、
建設的対話を行うための準備が可能である。記
録の作成と利用について学生から了解を得てお
くなど、個人情報の保護と利用についての整備
を行い、記録を障害学生支援部門とキャリア・
サービス部門で共有できる仕組みをつくり、そ
の個別の資料に基づいて学外の機関との連携支
援を始められるようにすることが、大学におけ
る発達障害がある学生の就職支援のために重要
なことと考えられた。
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